
 総社市社会福祉事務所長事務委任規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

  平成２７年３月３０日 

 

                                           総社市長 片 岡 聡 一 

 

総社市規則第１５号 

 

   総社市社会福祉事務所長事務委任規則の一部を改正する規則 

 

 総社市社会福祉事務所長事務委任規則（平成１７年総社市規則第５１号）の一部を次のとおり改正する。 

次の表の改正前の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移動号」という。）に対応する同表の改正後の欄中号の表示に下線が引かれた号（以下「移

動後号」という。）が存在する場合には当該移動号を当該移動後号とし，移動号に対応する移動後号が存在しない場合には，当該移動号（以下「削除号」

という。）を削る。 

 次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（号の表示及び削除号を除く。）を削る。 

 

改 正 後 改 正 前 

 

（児童福祉法による委任） 

第３条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下この条において「法」

という。）第３２条第２項の規定により，次に掲げる事務を社会福祉事務

所長に委任する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（児童福祉法による委任） 

第３条 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下この条において「法」

という。）第３２条第２項の規定により，次に掲げる事務を社会福祉事務

所長に委任する。 

(１) 法第２１条の５の３第１項に規定する障害児通所給付費の支給に関

すること。 

(２) 法第２１条の５の４第１項に規定する特例障害児通所給付費の支給

及び同条第２項に規定する額の決定に関すること。 

(３) 法第２１条の５の５第２項に規定する障害児通所給付費又は特例障

害児通所給付費の通所給付決定に関すること。 

(４) 法第２１条の５の６第２項に規定する調査及び調査委託に関するこ

と。 

(５) 法第２１条の５の７第１項に規定する障害児通所支援費等の支給の

要否の決定，同条第２項に規定する意見聴取，同条第４項に規定する障

害児支援利用計画案の提出請求，同条第６項に規定する通所支給要否決

定，同条第７項に規定する障害児通所支援の量の決定，同条第９項に規



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

定する通所受給者証の交付，同条第１１項に規定する指定通所支援に要

した費用の支払代行，同条第１３項に規定する障害児通所支援費の審査

及び支払並びに同条第１４項に規定する支払事務の委託に関すること。 

(６) 法第２１条の５の８第２項に規定する通所給付決定の変更決定及び

通所受給者証の提出請求並びに同条第４項に規定する通所受給者証へ

の記載及び返還に関すること。 

(７) 法第２１条の５の９第１項に規定する通所給付決定の取消し及び同

条第２項に規定する通所受給者証の返還請求に関すること。 

(８) 法第２１条の５の１２第１項に規定する高額障害児通所給付費の支

給に関すること。 

(９) 法第２１条の５の１３第１項に規定する放課後等デイサービスに係

る障害児通所給付費，特例障害児通所給付費又は高額障害児通所給付費

の支給及び同条第３項に規定する意見聴取に関すること。 

(10) 法第２１条の５の２１第１項に規定する文書等の提出若しくは提示

命令又は質問若しくは検査に関すること。 

(11) 法第２１条の５の２２第５項に規定する指定障害児事業者等の通知

に関すること。 

(12) 法第２１条の５の２３第２項に規定する指定障害児事業者の通知に

関すること。 

(13) 法第２１条の５の２８第１項に規定する肢体不自由児通所医療費の

支給及び同条第３項に規定する肢体不自由児通所医療に要した費用の

支払代行に関すること。 

(14) 法第２１条の６に規定する障害児通所支援若しくは障害福祉サービ

スの提供又は提供の委託に関すること。 

(15) 法第２１条の６第１項に規定する補装具の交付若しくは修理又は費

用の支給に関すること。 

(16) 法第２１条の１０第１項に規定する居宅生活支援費の支給に関する

こと。 

(17) 法第２１条の１１第１項に規定する居宅生活支援費の申請，同条第２

項に規定する支給の要否の決定，同条第３項に規定する支給期間及び支

給量の決定，同条第５項に規定する居宅受給者証の交付，同条第８項に

規定する指定居宅支援に要した費用の支払代行並びに同条第１０項に

規定する居宅生活支援費の審査及び支払に関すること。 



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１) 略 

(２) 略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(18) 法第２１条の１２第１項に規定する特例居宅生活支援費の支給に関

すること。 

(19) 法第２１条の１３第１項に規定する支給量の変更申請，同条第２項に

規定する支給量変更の決定及び居宅受給者証の提出並びに同条第３項

に規定する居宅受給者証への記載に関すること。 

(20) 法第２１条の１４第１項に規定する支給決定の取消し及び同条第２

項に規定する居宅受給者証の返還に関すること。 

(21) 法第２１条の１５に規定する文書等の提出若しくは提示又は質問若

しくは照会に関すること。 

(22) 法第２１条の２５第１項に規定する児童居宅支援の提供又はその委

託及び同条第２項に規定する日常生活用具の給付若しくは貸与又はそ

の委託に関すること。 

(23) 略 

(24) 略 

(25) 法第２４条第１項本文に規定する保育の実施及び同項ただし書に規

定する適切な保護に関すること。 

(26) 法第２４条の２６第１項に規定する障害児相談支援給付費の支給，同

条第３項に規定する費用の支払代行，同条第５項に規定する審査及び支

払並びに同条第６項に規定する支払事務の委託に関すること。 

(27) 法第２４条の２７第１項に規定する特例障害児相談支援給付費の支

給及び同条第２項に規定する額の決定に関すること。 

(28) 法第２４条の３３に規定する指定障害児相談支援事業者その他の関

係者相互間の連絡調整又は助言その他の援助に関すること。 

(29) 法第２４条の３４第１項に規定する文書等の提出若しくは提示命令

又は質問若しくは検査に関すること。 

(30) 法第２４条の３５第１項に規定する指定障害児相談支援事業者に対

する勧告，同条第２項に規定する公表，同条第３項に規定する措置命令

及び同条第４項に規定する公示に関すること。 

(31) 法第２４条の３６に規定する指定障害児相談支援事業者に係る指定

の取り消し又は効力の停止に関すること。 

(32) 法第２４条の３７に規定する指定障害児相談支援事業者の指定，事業

の廃止及び指定の取り消しに伴う公示に関すること。 

(33) 法第２４条の３９第２項に規定する厚生労働大臣若しくは都道府県



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(３) 略 

 

第９条 地方自治法第１５３条第２項の規定により，児童福祉法（以下この

条において「法」という。）に係る次に掲げる事務を社会福祉事務所長に

委任する。 

(１)及び(２) 略 

 

 

 

知事との連携及び同条第３項に規定する権限の執行要求に関すること。 

(34) 法第５１条に規定する費用の支弁に関すること。 

(35) 法第５７条の２第１項に規定する偽りその他不正受給者に対する障

害児通所給付費等の徴収及び同条第２項に規定する返還に関すること。 

(36) 法第５７条の３第１項に規定する文書等の提出若しくは提示命令又

は質問に関すること。 

(37) 法第５７条の３の２第１項に規定する文書等の提出若しくは提示命

令又は質問若しくは検査に関すること。 

(38) 法第５７条の４第１項に規定する文書等の閲覧若しくは提供請求又

は関係機関等に対する報告の請求に関すること。 

(39) 法第６２条の７に規定する過料を科する規定の設定に関すること。 

(40) 児童福祉法施行令（昭和２３年政令第７４号。次号において「令」と

いう。）第２４条第１項に規定する氏名の変更等の届出，同条第２項に

規定する居宅受給者証への記載及び同条第３項に規定する居住地の変

更の届出に関すること。 

(41) 令第２５条に規定する居宅受給者証の再交付に関すること。 

(42) 児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号。以下この条にお

いて「省令」という。）第２１条の２に規定する居宅利用者負担額の通

知に関すること。 

(43) 省令第２１条の６第３項に規定する発見された亡失居宅受給者証の

返還に関すること。 

(44) 省令第２１条の９第１項に規定する特例居宅生活支援費の支給申請

に関すること。 

(45) 省令第２１条の１３に規定する児童相談所の判定に関すること。 

(46) 略 

 

第９条 地方自治法第１５３条第２項の規定により，児童福祉法（以下この

条において「法」という。）に係る次に掲げる事務を社会福祉事務所長に

委任する。 

(１)及び(２) 略 

(３) 法第２１条の６第３項に規定する補装具の交付又は修理の委託に関

すること。 

(４) 法第２１条の１０に規定する放課後児童健全育成事業に関すること。 



改 正 後 改 正 前 

 

 

 

 

 

(３) 法第５６条第２項に規定する費用の徴収，同条第５項に規定する費用

の支払命令及び同条第７項に規定する未支払費用の徴収に関すること。 

 

 

 

 

(５) 法第２１条の２２第２項に規定する指定居宅支援事業者に係る通知

に関すること。 

(６) 法第２１条の２４第１項に規定する指定居宅支援に関する情報の提

供，相談及び助言並びに同条第２項に規定する指定居宅支援の利用の調

整等に関すること。 

(７) 法第５６条第２項に規定する費用の徴収，同条第３項に規定する保育

費用の徴収，同条第５項に規定する費用の支払命令及び同条第７項に規

定する未支払費用の徴収に関すること。 

(８) 法第５７条の２第１項及び第２項に規定する不正利得の徴収に関す

ること。 

 

 

   附 則 

 この規則は，平成２７年４月１日から施行する。 

 


